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本稿は，名古屋高等裁判所に提出した，平成 18 年法律第 83 号による改正前の老










この意見書の提出後，既に 2018 年 5 月 10 日に名古屋高等裁判所の判決が下され
ており （名古屋高判平成 30 年 5 月 10 日裁判所ウェブサイト，LEX/DB 25449542），確定
している。少し長くなるが，名古屋高判の結論部分を紹介しておく。
名古屋高判は，「本件加算金請求権の法律関係は，本件老保返還請求権と同様，
私法に属する」とする。老人保健「法 42 条 3 項は，民法 704 条の特則として不当利
得（又は不法行為）関係から生じる返還義務（又は損害賠償）の範囲を定めるもの

















さらに，名古屋高裁の判決が出る少し前の 2018 年 4 月 27 日に厚生労働省保険局
保険課長・同局国民健康保険課長・同局高齢者医療課長から，「保険医療機関等の
不正請求等に係る返還金の回収状況の把握について」（保保発 0427 第 1 号・保国発
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年法律第 83 号による改正前の老人保健法 42 条 3 項に規定された加算金請求権の消
滅時効であり，地方自治法 236 条 1 項の適用があり，5 年間と考えるのか，民法
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その後，平成 17 年最判（最判平成 17 年 11 月 21 日民集 59 巻 9 号 2611 頁）は，「公
立病院において行われる診療は，私立病院において行われる診療と本質的な差異は
なく，その診療に関する法律関係は本質上私法関係というべきであるから，公立病
院の診療に関する債権の消滅時効期間は，地方自治法 236 条 1 項所定の 5年ではな









山本も，平成 17 年最判を，昭和 50 年最判が「会計法 30 条（本件では地方自治
法 236 条 1 項）の適用範囲を狭める方向で『行政上の便宜』の基準を従来の『私法
上の金銭債権』の基準に加えたと解釈した」と理解し，その上で，「本件では『私
法上の金銭債権』の基準の方を用いたと読むのが穏当であろう。」と指摘する。















や地方自治法 236 条の 5年の消滅時効の適用のあるものを「公法」とラベリングし










平成 10 年法律第 109 号において，老人保健法，国民健康保険法，健康保険法，
介護保険法等における加算金割合が 10% から 40% に引き上げられ，老人保健法
42 条 3 項の条文を確認すると，それは，「市町村は，保険医療機関等……が偽りそ
の他不正の行為により医療に関する費用の支払，……を受けたときは，当該保険医
療機関等……に対し，その支払つた額につき返還させるほか，その返還させる額に
100 分の 40 を乗じて得た額を支払わせることができる。」と規定していた。「その
支払つた額につき返還させるほか，その返還させる額に 100 分の 40 を乗じて得た
額を支払わせることができる。」と同様の規定は，国民健康保険法 65 条，健康保険
法 58 条，後述する平成 20 年法律第 42 号による改正前の介護保険法 22 条，老人保
健法が廃止された後の高齢者の医療の確保に関する法律 59 条等にみられた。注目
すべきは，老人保健法 42 条 1 項・2 項等が「徴収」といった文言を使用している
のに対して，同条 3項等の規定が「徴収」という文言を使用しておらず，同項が同
条 1項・2項等とは異なる対応をしていると理解できることである。
その後，介護保険法に関しては，平成 20 年法律第 42 号により，同法 22 条 3 項
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が改正され，「その支払った額につき返還させるべき額を徴収するほか，その返還







上げられる前のものであるが，老人保健法 42 条 3 項は「民事上の債権である返還
金及び加算金について規定している」，「第 42 条第 3 項の返還金及びその加算金は
一般の私債権であるから 10 年の消滅時効である（民法第 167 条）」と説明されてい
る13）。
また，国民健康保険法の加算金割合が 4割に引き上げられた後のものとして，国
民健康保険法 65 条 3 項について，「本条第三項の規定による保険医療機関等の返還
および 40% の加算金は，民法上の不当利得（第 704 条）の特則として定められて
いるものであり，同項の規定がなければ民法が適用になる私債権である。」と説明
されており14），老人保健法においても同様の理解であると思われる。さらに，「徴
収」すると法改正される前の介護保険法に関して，平成 17 年 1 月 31 日付け厚生労
働省老健局介護保険課長「介護保険法第 22 条第 3項の解釈について（回答）」にお
いても，「本規定により，市町村が，指定居宅サービス事業者等に対しその支払っ
た額を返還させ，又は加算金を支払わせる行為については民法上の不当利得（第
704 条） の特則として定められているもの」 であるとされている （平成 18 年 10 月 6 日
付け厚生労働省老健局介護保険課・事務連絡 「介護保険法第 22 条第 3項の返還金等の取扱
いに係るＱ＆Ａについて」においても同様である）。









て規定したものと解するのが相当である。」とし，京都地判平成 18 年 9 月 29 日裁
判所ウェブサイトも，不当利得返還請求権であることを前提に判断を行っている。
他方，学説には，不当利得説を否定するものがある。岩村は，「医療機関等によ
る診療報酬等の不正請求の場合に認められる加算金（健保 67 条ノ 2第 3項等）は， 
もともとは，不当利得返還請求債権の利息（法定利率年利 5%）の特則とされ，当
初 1 割であった。」 とし， 1998 年法改正で 4 割に引き上げられたことにかかわって， 
「これは，補助金の返還の場合の加算金（年 10.95%。補助金適
〔ママ〕
性化法 19 条 1 項）
に比べてはるかに高率であり，無申告加算税の場合の重加算税のそれに相当する




このような状況で，介護保険法 22 条 3 項にかかわる平成 23 年最判（最判平成 23
年 7 月 14 日集民 237 号 247 頁〔判時 2129 号 31 頁〕）は，「介護報酬は所定の要件と基
準を満たす場合に市町村から事業者に対して支払われるものであり（介護保険法 41
条，46 条），これを欠いた支払が事業者に対してされた場合には，市町村は事業者














第一は，老人保健法に関する本件名古屋地判（名古屋地判平成 29 年 9 月 15 日平成
156
28 年（ワ）第 3511 号）と，国民健康保険法に関する春日井市事件名古屋地判（名古屋
地判平成 29 年 9 月 15 日平成 28 年（ワ）第 3437 号）である。第二は，老人保健法に関
する岡崎市事件名古屋地判（名古屋地判平成 29 年 7 月 19 日平成 28 年（ワ）第 3433 号）
である。第三は，国民健康保険法と老人保健法に関する犬山市事件名古屋地判（名
古屋地判平成 29 年 7 月 28 日平成 28 年（ワ）第 3746 号）と，老人保健法に関する豊山町
事件名古屋地判（名古屋地判平成 29 年 8 月 8 日平成 28 年（ワ）第 4303 号）である。
（1）　消滅時効を 5年とするもの
第一に， 本件名古屋地判は， 「民法 704 条は， 悪意の受益者に対し， 不当利得金に
対する年 5 分の割合による法定利息を請求できると規定しているのに対し， 法 42 条
3 項後段は， 返還させる額に 100 分の 40 を乗じて得た額を支払わせることができる
と規定し，民法 704 条の規定する法定利息よりもはるかに高い割合による加算金の
支払を許容している。また，……加算金について，従前，返還させる額に 100 分の
10 を乗じた額を支払わせることができると定められていたのが，平成 10 年法律第
109 号により，返還させる額に 100 分の 40 を乗じた額を支払わせることができる
と改正されている。
これらのことに照らせば， 法 42 条 3 項後段で規定する加算金の付加は， 民法 704
条の特則と評価することは困難で，むしろ，これとは全く別の観点から，不正請求
を行った保険医療機関等に対する制裁で，これにより，保険医療機関等による不正
請求を抑止する趣旨と考えられるから，法 42 条 3 項の規定によって創設された公
法上の債権というべきである。
したがって，本件加算金請求権は，法 42 条 3 項後段により発生する公法上の債
権であり，時効期間について特別の定めがない以上，行政上の便宜を考慮して定め





（民法 420 条）の特則として私法上の請求権である，② 地方公共団体ではない国民
健康保険組合，全国健康保険協会及び健康保険組合等の加算金請求権との均衡から









国民健康保険法 65 条 3 項後段の加算金請求権との均衡を図らなければならない理
由は見いだせない。」とする。
（2）　私債権であるとして，消滅時効 10 年とするもの




何ら異なる定めをするものではない（最高裁平成 21 年（行ヒ）第 401 号同 23 年 7 月
14 日第一小法廷判決・集民 237 号 247 頁参照。……）。」とする。
そして，老人保健「法 42 条 3 項が民法 704 条の特則であって不当利得返還制度
の一環をなす規定であるのか，あるいは，民法 704 条とは全く別個の公法上の債権
を創設的に定めた規定なのかによって，本件加算金請求権の法的性質は変わり得















そして，加算金の額は，法改正前（1 割）の 4 倍となっており，制裁という側面が
強くなったことは否定できないものの，法改正後においても不当利得額の 4割にと
どまっており，なお診療報酬の返還請求権に従たる権利たる性質を失っていないこ








犬山市事件名古屋地判は，国民健康保険分について，「国民健康保険法 65 条 3 項
は，民法 703 条及び 704 条の特則を設けたものと解され，同項による診療報酬等の
返還請求は私法関係の巻き戻しであること，国民健康保険法 65 条 3 項に基づく加
算金請求権は，保険医療機関等が偽りその他不正の行為によって療養の給付に関す
る費用等の支払を受けたことにより直ちに発生するのであり，その発生に行政処分







次に，老人保健分について，「老人保健法 42 条 1 項及び高齢者の医療
〔ママ〕
に関する法
律 59 条 1 項は，……保険医療機関等が支払を受けるに当たり偽りその他不正の行
為をした場合における診療報酬等の不当利得返還請求権についての民法 703 条及び
704 条の特則を設けたものと解される。したがって，老人保健法 42 条 1 項及び高
齢者の医療
〔ママ〕
に関する法律 59 条 1 項に基づく診療報酬等の返還請求権は，私法上の
債権たる診療報酬等の支払に法律上の原因がない場合の法律関係の巻き戻しである
から，その法的性質は，私法上の債権と解するのが相当である。」とし，このこと






































理解できる。また，先に触れたさいたま地判平成 22 年 6 月 30 日判例地方自治 345
号 63 頁も，介護保険法に定められた徴収金については，滞納処分が認められ，徴
収金に関する処分に不服がある者は，介護保険審査会に審査請求をすることがで




るべく，平成 20 年法律第 42 号による改正後の同項が『徴収することができる』と






























































ら，その消滅時効には，地方自治法 236 条 1 項の適用があるのではなく，民法 167
条 1 項の規定が適用されると考えられる。
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